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抄録：
【目的】高齢者では口腔の健康状態が全身の健康状態に関連することが示されており、口腔の健康状態を良好に維持することが重要な課題となっている。高齢者では、要介護状態に陥ってからではなく、地域で自立している時期からの対策が必要と考えられるが、有効な口腔保健プログラムは数少ない。そこで、地域の行政機関、歯科医師会、大学の連携に基づく高齢者歯科保健プログラムの有効性を明らかにする。
【方法】北海道苫前町、岩内町において、行政機関、歯科医師会、大学の連携のもとで、地域自立高齢者の口腔保健状況について調べ、歯科治療が必要な者へ受診勧奨する口腔保健指導を行った。1年後に再評価を行うとともに、受診レスポンスについて調べた。619名の初期調査参加者のうち、再評価にも参加した294名を対象者とした。口腔の健康状態は、歯の清掃状態(歯垢・歯石指数で評価)、歯周病(CPIで評価)、自己評価咀嚼能力、義歯の適合度によって評価した。受診勧奨のレスポンスに関連する要因についても分析した。
【結果】対象者のうち、174名に歯科治療が必要と判断された。歯科受診勧奨を行ったところ、1年後の時点で121名（69.5%）の受診が確認された。歯垢指数については、受診前後で有意差は認められなかったが、歯石指数については受診後に有意に低下した（P<0.01）。また、CPI3以上の歯周病有所見者の割合は、受診後に有意に低下した（P<0.01）。義歯の適合度についても受診後に有意に向上していたが（P<0.01）、自己評価咀嚼能力について有意差は認められなかった。受診勧奨のレスポンスに関連する因子について調べたところ、年齢、性別、同居者の有無、学歴、就労状況、社会活動性、心理状態は有意な関連性を示さず、過去の歯科未受診期間が有意に関連していた（P<0.01）。受診勧奨効果については、未受診期間が1年未満の者で92.6%、1年以上2年未満の者で68.8%、2年以上の者で52.8%に観察され、これらの群間に有意差が認められた（P<0.01）。
【考察】歯科治療ニーズを有する者が高率に認められたが、歯科受診を勧奨する口腔保健プログラムの実施によって7割の者が受診し、その結果として歯石付着、歯周病罹患状況、義歯の適合が改善された。歯科の未受診期間が長い程、レスポンスは低下するものの、未受診期間が2年以上の者でも半数近くが受診することが明らかになり、今回、実施した口腔保健プログラムが、高齢者の口腔の健康状態を改善させるために有効であることが示唆された。一方、歯垢付着の改善効果は低く、高齢者の口腔保健に関する行動変容の難しさが改めて示された。また、義歯の適合度が改善したのにかかわらず、自己評価咀嚼能力では有意差が見られなかったことより、歯科受診効果の評価指標として自己評価咀嚼能力だけでは不十分であると考えられた。
